
令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 4350

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 330,787 326,402 324,586

枚 3,308 3,308 3,076 3,076 3,420 3,420 3,048 3,524 3,080 2,988

枚 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

件 - 0 - 0 10,000 28,856 10,000 10,000 10,000 10,000

枚 89,216 55,358 89,216 58,434 89,216 61,854 89,216 89,216 89,216 89,216 89,216 89,216

件 50 35 50 36 50 37 50 50 50 50 50 50.0

件 41 14 41 14 100,000 28,856 100,000 100,000 100,000 100,000 41 100,000

千円 2.0 2.1 2.7 2 2 2 2

千円 2.0 2.1 2.7 2 2 2 2

千円 5,345 5,226 13,573 6,181 6,181 6,181 6,181

千円 1,153 1,116 1,271 1,153 1,153 1,153 1,153

千円 6,498 6,342 14,844 7,334 7,334 7,334 7,334

千円

千円

千円

千円

千円 6,498 6,342 14,844 7,334 7,334 7,334 7,334

千円 6,498 6,342 14,844 7,334 7,334 7,334 7,334

実計区分 評価結果 継続 改善 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3 ○ ○ ○

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

3 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

3

4

3

令和４年度実施事業に係る事務事業評価 歴史資料保存整備事業 文化スポーツ部 文化振興課

手段 意図（目的）

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境 今後周辺環境（予測） 住民意向分析

Ⅱ「交流・観光の未来」

2 国内外に発信できる、自慢の地域資源があるまち

11.4

政策体系

　古文書を解読できる研究家だけでなく、市民が郡山の歴史を学習するた
め、歴史資料館及び開成館に収蔵や寄託されている古文書を筆耕して活用で
きるようにすることが求められていた。また、発掘調査の出土品について
は、未整理の遺跡が多く、整理及び報告書刊行が求められていた。

本市の歴史等を学習する市民が増加傾向にあり、古文書の筆耕や製本化の
要望は高まっている。また、平成27年11月20日付けで郡山市歴史資料保存
整備検討委員会から「歴史資料の適正な保存と効果的な活用のあり方」に
ついての報告書が提出された。

多くの市民からの貴重な古文書の寄贈により筆耕や整理作業の増加が予想される。ま
た、出土品についても、デジタルアーカイブによる公開を求められるようになると予想
される。

郡山市史編さん委員会及び郡山地方史研究団体連絡協議会等からの、歴史資料の収集、
保管、調査、研究の充実についての提言や、近年の古文書等の寄附が増加している状況
から、住民の当該事業への関心が高まっていると考えられる。

大綱（取組）
ー

　専門家及び業者に委託して、歴史資料館及び開成館で所蔵する古文書の筆耕や整理作業を行う。ま
た、収蔵品管理システムを導入し、歴史資料等のデータ管理を進める。

　歴史的に価値の高い古文書を筆耕及び目録作成等の整理作業を実施するとともに、発掘調査の出土品
を整理することにより、貴重な歴史資料の保存と活用を図る。

活動指標② 古文書整理枚数

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

活動指標③ ～R３未報告遺跡発掘調査報告書刊行件数／R４～歴史資料等データ入力件数

成果指標① 古文書翻刻済枚数（延べ数）

2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度）

対象指標 市民

活動指標① 古文書翻刻枚数

指標名 指標名 単位
2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

単位コスト（所要一般財源から算出） 古文書翻刻枚数　１枚あたり

事業費

人件費

成果指標② 歴史資料館収蔵資料目録刊行件数（延べ数）

成果指標③ ～R３未報告遺跡発掘調査報告書延べ刊行件数／R４～歴史資料等データ入力件数（延べ数）

単位コスト（総コストから算出）古文書翻刻枚数　１枚あたり

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

一般財源等

歳出計（総事業費）

国・県支出金

市債

活動指標分析結果 成果指標分析結果 総事業費（事業費・人件費）分析結果

歳入計

【事業費】
引き続き前年度と同様の業務を実施したほか、資料のデー
タ管理を進めるため、歴史資料館収蔵資料目録のデータ化
の業務委託や電算機器類借上げ等を行ったため、総事業費
は前年度比では増となった。

【人件費】
研修受講に関する業務等が増加したため、人件費は前年度
比では増となった。

一次評価コメント

４　活動指標
（活動達成度） ○５　成果指標
（目的達成度）

歴史資料館が所蔵する古文書の翻刻及び整理を計画どおり実施した。
適正な保存と活用を図るため、令和３年度から収蔵品管理システムを導入し、運用・連携作業を開始し
た。

※収蔵品管理システムの導入に伴い、令和４年度のマネジメントシートの活動指標として、「未報告遺跡
発掘調査報告書刊行件数」から「歴史資料等データ入力件数」に変更した。

古文書翻刻や整理を行うことにより、歴史資料館利用者が貴重な歴史資料を活用できる環境を整備する
ことができた。
歴史資料等のデータ管理を進めるため、収蔵品管理システムを導入した。

継続

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有） 「郡山市歴史資料保存整備検討委員会報告書」を参考に、本市の貴重な歴
史資料を後世に継承していくため、適正な保存と活用を継続して実施す
る。
　収蔵品管理システム運用計画に沿って、歴史資料などのデータを入力す
るとともに、適正な保存と活用を実施する。

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

ニーズ（大）

○
ニーズ（小）

５　成果指標
（目的達成度）

継続 二次評価コメント （参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有）

２　公平性

３　効率性

ニーズ（大）ニーズ（小）

　当該事業は、歴史的に価値の高い古文書等及び発掘調査の出土品を整理
し、報告書を作成するとともに、歴史資料のデータ管理を進め、歴史資料
の保存と活用を図る事業である。
　令和４年度は、歴史資料館が所蔵する古文書の翻刻及び整理を計画どお
り実施するとともに、収蔵品管理システムへの歴史資料等のデータ入力を
行い、計画値を上回る活動がなされた。それらの活動に伴い、成果である
延べ数も順調に増加したところであるが、初年度の成果として、データ入
力件数は計画値までには至らなかった。
　今後においても、貴重な古文書の整理及び歴史資料のデータ管理を進め
ながら適正な保存と活用を図るとともに、デジタルアーカイブによる公開
に向けた環境を整備する必要があることから、継続して事業を実施する。代替事業（無）
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１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）
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１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 4490

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 326,402

件 0 0 240 144 240 250 250 250

回 2 2 3 3 3 3 3 3

回 3,300 0 3,300 0 2,500 4,427 2,500 4,000 4,000 4,000 3,300 4,000

人 217 38 250 269 250 250 250 250 250

千円 35 129 0.97 1.84 1.15 1.15 1.15

千円 23 116 0.93 1.58 0.99 0.99 0.99

千円 4,771 482 2,026 2,373 1,128 1,128 1,128

千円 2,876 4,432 2,259 2,216 2,216 2,216 2,216

千円 7,647 4,914 4,285 4,589 4,589 4,589 4,589

千円 2,645 481 627 627 627 627

千円

千円

千円 150

千円 5,002 4,433 4,135 3,962 3,962 3,962 3,962

千円 7,647 4,914 4,285 4,589 4,589 4,589 4,589

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 改善 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3 ○ ○

3

3 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

2

3

3

3

4

代替事業（無）

代替事業（有）

総事業費（事業費・人件費）分析結果

　市ウェブサイトへの文化芸術活動イベント情報ウェブサイト閲覧回数については、ウィズコロナによ
るイベント数の増などにより、目標を約77％上回る年間4,427回の閲覧があった。
　また、「文化芸術活動応援 SNS活用ワークショップ」では2021年度の参加者38人に対し、2022年度は
応募は38名であったものの、直前のコロナ感染等を理由としたキャンセルがあったため、最終的には32
人が参加した。「久米賞・百合子賞」の応募件数は237人となり、2022年度の文化芸術活動支援事業参
加者数合計は目標を約７％上回る269人となった。

ニーズ（小）

ニーズ（小）

○

○

二次評価コメント

【事業費】
　昨年度は「文化芸術活動応援 SNS活用ワークショップ」
の実施のみだったのに対し、事業統合により「久米賞・百
合子賞」を文化芸術振興事業として実施したことに加え、
2020年度以来の実施となる「文学の森資料館所蔵フィルム
修復」があったため、事業費は前年と比べて約320％増加
した。

【人件費】
　事業数・事業費ともに増加したが、人件費については事
業運営の工程や人員配置を見直し、効果的かつ効率的な運
用に努めた結果、前年と比べて約51％削減した。

意図（目的）

優れた文化芸術に触れる機会を提供するとともに、市民の自主的な文化芸術活動を支援する事業を展開
する。

市民の文化芸術鑑賞機会の充実や活発に活動ができる環境を整備し、文化芸術の振興を図る。

2024年度（令和６年度）

統合

統合

代替事業（有）
　YouTube等のSNSを活用するための動画撮影・編集・投稿等を学ぶ体験型講座
「文化芸術活動応援 SNS活用ワークショップ」や、多くの若者が広く文学への関
心を高めるために未発表の小説や詩を募集する「久米賞・百合子賞」に加え、
「文学の森資料館所蔵フィルム修復」を実施し、多様な文化活動の継続支援や新
たな発表・発信方法の普及啓発、DXの推進を図ることができた。
　文化芸術関係の各種事業を実施する業務については指定管理者へ移行してお
り、市が直接実施する業務は減少していることから、市として担うべき業務を明
確にし、音楽活動推進事業との連携も含めた総合的な文化芸術の振興を推進する
ため、「音楽活動推進事業」に「文化芸術振興事業」を統合し、「音楽文化芸術
振興事業」として実施するなど、統合も検討する。

　新型コロナウイルス感染拡大の影響により、音楽、演劇、舞踊、映像、
美術、伝統芸能等の文化活動が自粛、縮小され発表・発信の機会に制約を
受けている。

～R3キッズシアター公演回数（R2～中止）/R4～市ウェブサイトへの文化芸術活動イベント掲載件数

R2～市民

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画

2022年度（令和４年度）

現状周辺環境

政策体系

人件費

単位コスト（総コストから算出）閲覧者１人あたりのコスト

文化芸術振興事業

住民意向分析

　2022年度に実施した「文化芸術活動応援 SNS活用ワークショップ」は、満足が
53.1％、やや満足が約32.2％と初心者が約７割を占める中でも概ね好評であった。
また、「久米賞・百合子賞」の応募数はでは昨年度までの平均応募数171人から約38％増
となる237人からの応募があった。

文化スポーツ部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

文化振興課

～R3参加児童数/R4～文化芸術活動イベント情報ウェブサイト閲覧回数

指標名指標名

R2～文化芸術活動支援事業実施回数

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度） 2023年度（令和５年度）

ー
大綱（取組）

今後周辺環境（予測）

手段

閲覧者１人あたりのコスト

事業費

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

国・県支出金

一般財源等

歳出計（総事業費）

歳入計

２　公平性

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

Ⅱ「交流・観光の未来」

2 国内外に発信できる、自慢の地域資源があるまち

4.1
4.7

まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

2021年度（令和３年度）

　優れた文化芸術に触れる機会の創出、文化芸術活動への支援が望まれてい
た。

事業開始時周辺環境（背景）

３　効率性

一次評価コメント

１　規模・方法の妥当性

単位

２　公平性

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、市民に対し文化芸術に触れる機会の充実や活動の支援等を通じ
て、文化芸術の振興を図る事業である。
　令和４年度は、SNSを活用した発信手段の普及啓発を図るため、動画撮影や編
集方法等を体験する「SNS活用ワークショップ」の実施や横浜市立大学との連携
により「文学の森資料館所蔵フィルム修復」を実施する等、着実な事業展開がな
された。文化芸術活動のイベントに関するウェブサイトの閲覧回数も計画値を上
回っており、新型コロナ後のイベント等に対し関心を寄せる市民が増加したこと
が見てとれる。
　しかしながら、当該事業に関わりのある事業の多くは、指定管理者制度におけ
る事務へと移行が進み、経常化が図られている。さらなる文化芸術振興のために
は、当該事業が担うべき役割及び目指すべき成果を明確にしつつ、音楽活動の推
進との連携を見据え、総合的な文化の振興を図ることが望まれるため、当該事業
を「音楽活動推進事業」に統合して事業を実施する。

〇 具体的なカイゼン策
【目指す成果の明確化及び効果的・効率的な事業運営】
・市の後援等の承認を受けた文化芸術活動イベント情報を市ウェブサイトに掲載し、文
化芸術鑑賞機会を広く周知するとともに、イベント情報掲載件数を活動指標、イベント
情報ウェブサイト閲覧回数を成果指標とすることで、情報の更なる充実を目指す。ま
た、2022年度（令和４年度）の事業運営の工程や人員配置を見直し、効果的かつ効率的
な運用に努める。
【キッズシアター】
・実施しないこととする。
〇 カイゼンの明確な時期
【目指す成果の明確化及び効果的・効率的な事業運営】
・2022年（令和４年）12月までに文化芸術活動イベント情報を市ウェブサイトに掲載。
・2023年（令和５年）２月までに事業工程・人員配置を見直し、ワークショップ実施。

　ポストコロナ時代における優れた文化芸術に触れる機会の創出や活動支援の重要性が
増している。また、スマートフォンやSNS等の普及もあり、文化芸術分野においてもイン
ターネットによる情報発信の必要性が今後ますます高まると予想される。

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果

ニーズ（大）

ニーズ（大）

５　成果指標
（目的達成度）

　市ウェブサイトへの文化芸術活動イベント掲載件数については、ハーモニーコンサートをはじめとした
市主催行事のほか市民音楽祭主催・参加行事を含め、さまざまなイベント情報を掲載した。
また、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、文化芸術活動の機会を失っている市民を支援するた
め、コロナ臨時創生交付金を活用し、SNSを活用した新たな活動や発信手段の普及啓発を図る「文化芸術
活動応援 SNS活用ワークショップ」や、次代を担う郡山の青少年の中に埋もれている文学の芽を伸ばし、
多くの若者が広く文学への関心を高めるために未発表の小説や詩を募集する「久米賞・百合子賞」を実施
した。

まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画

文化芸術活動支援事業参加者数

単位コスト（所要一般財源から算出）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6381

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

件 157 157 160 157 157

件 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

団体 41 37 38 38 38 39 38 38 38 38

件 7 46 7 37 7 52 7 7 7 7

件 3 3 3 3 3 6 2 2 2 2 3 2

団体 41 37 38 38 38 9 9 10 10 11 38 10

件 7 46 7 37 7 7 3 3 3 3 7 3

千円 128 160 192 272 212 272 212

千円 128 136 183 232 212 232 212

千円 6,594 7,865 10,272 14,078 11,196 14,078 11,196

千円 4,422 4,625 7,812 4,422 4,422 4,422 4,422

千円 11,016 12,490 18,084 18,500 15,618 18,500 15,618

千円 907

千円 0

千円 0

千円 1,906 0 1,921 1,921

千円 11,016 10,584 17,177 16,579 15,618 16,579 15,618

千円 11,016 12,490 18,084 18,500 15,618 18,500 15,618

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3

4

4

①指定天然記念物の定期診断結果や災害被害により、天然記念物の保全行為数は増加し、うち４件について
市補助金を交付した（愛宕神社のサワラ、中津川の大キャラ、内出のサクラ、浜路のエゾエノキ群、宇津
峰、大善寺のフジ）。
②令和３年度に記録した柳橋の歌舞伎の映像について、地域創造のウェブサイトを通じ公開した。
③災害被害や保全のため、有形文化財７件について保全行為が行われたが、うち３件について市補助金（国
県補助金の随伴補助を含む）を交付した（旧福島県尋常中学校本館、如宝寺石造笠塔婆、鈴木信教墓、音路
の石造層塔、開成館、安積開拓官舎（旧立岩邸）、安積開拓入植者住宅（旧小山家））

総事業費（事業費・人件費）分析結果活動指標分析結果

継続

継続

代替事業（有）

ニーズ（大）

二次評価コメント

ニーズ（小）

　後継者不足や少子高齢化による価値観の多様化などから文化財保存・継承が難
しくなっている現状を踏まえ、文化財の保護・保存を推進するため、奨励金の交
付とともに修繕費用の補助を継続して行っていく。
　また、天然記念物診断や定期的なパトロールを行い、樹木医の診断結果や現地
視察に基づく現状の把握にと務めながら、文化財の保護・保存に向け、指定文化
財所有者・管理団体との連絡調整も継続して行っていく。

１　規模・方法の妥当性

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

一般財源等

①指定天然記念物の定期診断は、計画通り行っており、診断内容を保存団体等へ周知した。
②奨励金の交付団体は高齢化による活動休止により１団体減となったが、新たに２団体が追加申請とな
り、前年度より増加した。
③指定文化財等の適正な管理と保全促進のためのパトロール件数は、Ｒ4.3に発生した福島県沖地震によ
る被害調査を継続して実施したこともあり、前年度と比較して増加した。

成果指標分析結果

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

ニーズ（小）

代替事業（有）

５　成果指標
（目的達成度）

事業開始時周辺環境（背景）

～Ｒ３指定文化財保全行為数／R４～指定有形文化財の保全行為数

～Ｒ３指定文化財の保存・継承を行った団体数／R４～民俗文化財映像記録公表数

成果指標③

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

指定天然記念物の定期診断数

～Ｒ３指定天然記念物診断成果に基づく指導件数 ／R４～天然記念物の保全行為数

指標名指標名

指定文化財保護事業

住民意向分析

文化財所有者や、文化財の保存活動を行う管理団体からは、継続的な支援の要望が多い

文化スポーツ部 文化振興課

現状周辺環境

ー

まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画

政策体系

まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

Ⅱ「交流・観光の未来」

まちづくり基本指針

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

手段 意図（目的）

①指定天然記念物の定期診断を行う。②指定文化財を所有する個人、保存活動を行う団体に補助金、奨
励金を交付する。③文化財パトロールを行う。④史跡所在公有地の適切な管理を行う。⑤特別天然記念
物二ホンカモシカの保護・滅失処理を行う。⑥指定民俗文化財の映像記録DVDを作成する。⑦その他文
化財保存・活用に関することを適宜行う。

　指定文化財等及びその管理者を対象に、保存・活用に関する各種支援・周知等を行うことで、本市に
所在する文化財の保存と継承を図る。

今後周辺環境（予測）

　コロナ禍により、特に無形文化財保存活動を行う各種団体の活動は制限
されているものの、活動再開等に向け、道具の修繕や記録活動など積極的
な保存活動を行っている。

大綱（取組）

2 国内外に発信できる、自慢の地域資源があるまち

11.4

文化財に関する情報提供の手段が、書籍等の紙ベースのもののほか、ウェブサイト、Ｇ
ＩＳ等の多彩なデジタルコンテンツでも求められ、文化財を見せるための情報の構築、
新たな仕組みづくりが必要性も見込まれ、DXを活用した文化財保存データの作成及び作
成したデータを用いた３Dビューワーによる体験展示も予想される。また、天然記念物の
樹勢減衰等の不具合が多く見受けられることから、修繕に向けた助成の要望が予想され
る。

まちづくり基本指針五次実施計画

　指定文化財の所在地に、案内板が設置されていなかったため、文化財の周
知を図ることができなかった。また、指定文化財の維持管理等や保存活動を
行っている団体から、支援の要望が出されていた。

単位コスト（所要一般財源から算出）

郡山市所在指定文化財件数

事業費

成果指標②

指定文化財のパトロール数

歳入計

市債

人件費

歳出計（総事業費）

活動(①＋②＋③）１件あたり

国・県支出金

指定文化財保存活動奨励金交付団体数

活動(①＋②＋③）１件あたり単位コスト（総コストから算出）

ニーズ（大）

代替事業（無）

2023年度（令和５年度）
単位

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

【事業費】
 事業費については、指定文化財保存活動を行う団体への
奨励金交付増加、大雨の被害を受けた天然記念物の危険性
除去のための補助金交付及び災害復旧にかかる補助金交付
の増加により、前年度と比較して増加した。

【人件費】
人件費は、災害の被害を受けた天然記念物、有形文化財の
現状確認や特別天然記念物ニホンカモシカの滅失処理件数
の増加、及び災害復旧に係る現地打合せや方針検討に係る
業務量が増加したことから、前年度と比較し増加した。

一次評価コメント

2024年度（令和６年度）

○

　当該事業は、指定文化財の保存活動等を行う団体及び所有者に対し、補助金等を交付
するとともに、指定文化財のパトロール等の実施により、文化財の保存と後世への継承
を図る事業である。
　令和４年度は、指定天然記念物の定期診断を計画通り実施するとともに、指定文化財
保存活動への奨励金交付が前年度より１団体増加した。また、令和４年３月に発生した
福島県沖地震の被害調査を継続して実施したこともあり、指定文化財のパトロール数
も、計画値及び前年度よりも大幅に上回る等、積極的な活動がなされた。また、天然記
念物及び指定有形文化財の保全行為数も計画通り実施しており、着実な事業の進捗が図
られたところである。
　今後においても、指定文化財の保存及び継承により、本市の歴史や文化を理解するた
めの環境整備を図るため、継続して事業を実施する。
　なお、事業費の増加という要因があるものの、単位コストが３年連続で増加している
ことから、効率的な事業運営に努める必要がある。

○
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2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）
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１ 規模・方法の妥
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２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6382

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画
2025年度 2026年度 中間指標 最終指標

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度
件 1,182 1,182 1,182 1,182 1,182

件 2 2 2 4 2 4 2 2 2 2

件 120 111 120 185 120 181 120 120 120 120

㎡ 340 1,811 200 1,575 616 2,171 616 616 616 616 200 616

㎡ 8,845 32,268 8,845 30,375 14,189 17,125 14,189 14,189 14,189 14,189 8,845 14,189

冊 11 3 3 3 3 3

千円 706 410 495 457 457 457 457

千円 421 282 425 322 322 322 322

千円 64,013 63,019 74,198 84,952 84,952 84,952 84,952

千円 15,755 14,539 17,353 15,755 15,755 15,755 15,755

千円 79,768 77,558 91,551 100,707 100,707 100,707 100,707

千円 6,629 9,728 9,495 12,708 12,708 12,708 12,708

千円 0 0 0 0

千円 25,574 14,543 3,339 32,389 32,389 32,389 32,389

千円

千円 47,565 53,287 78,717 55,610 55,610 55,610 55,610

千円 79,768 77,558 91,551 100,707 100,707 100,707 100,707

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3

4

4

令和４年度実施事業に係る事務事業評価 埋蔵文化財発掘調査事業 文化スポーツ部 文化振興課

手段 意図（目的）

【人件費】
調査件数に変化がないものの、正直古墳群に関する方針決
定及び現地説明会の実施により業務量が増加したこと、及
びデジタルコンテンツ活用のため報告書のデータ作成・
ウェブサイト掲載等の作業が加わったことから、人件費は
前年度比では増加となった。

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度）

　埋蔵文化財包蔵地内での工場建設等の大規模開発及び住宅建替工事等が増加傾向にあ
るため、今後、包蔵地の照会・回答数が増加し、それに伴う試掘・本調査・立会い件数
も増加すると予想される。
　また、出土遺物の活用は、現物活用に合わせ、デジタルコンテンツでの活用も求めら
れるようになると予想される。

　大安場古墳、妙音寺遺跡、荒井猫田遺跡など、全国に著名な遺跡の現地説明会を開催
した際には、多くの市民が参加した。令和４年度に実施した正直35号墳の現地説明会で
は、新型コロナウイルス感染症の対策を取りつつ約20名が参加した。新型コロナ前に開
催した正直27号墳の現地説明会では約70名の参加があり、市民の歴史・文化に関する関
心は高いと思われる。

　重要遺跡及び諸開発事業からの埋蔵文化財の保存を図るため、発掘調査、試掘調査を実施し、記録保
存を行う。　出土遺物については必要に応じて保存処理を行い、郡山の歴史、文化を理解する貴重な資
料として保存、活用を図る。

住民意向分析

継続

対象指標 埋蔵文化財包蔵地遺跡数

活動指標① 重要遺跡確認調査件数

指標名 指標名 単位
2020年度（令和２年度）

政策体系

開発行為の増加により貴重な遺跡の一部が消滅する事例が増加し、埋蔵文
化財の保護、保存の観点から発掘調査の必要性が指摘されていた。また、
発掘調査によって出土した遺物や成果を、市民に周知し、文化財の保護に
関する市民の理解を図る機会の必要性が高まっていた。

埋蔵文化財包蔵地内での開発行為により、試掘・本調査を行っている
が、近年、開発行為の増加により、従来100件程度であった調査件数が急
増している。

大綱（取組）
ー

　重要遺跡の保存を図るため、発掘調査による記録保存、埋蔵文化財包蔵地開発の際の試掘を行うとと
もに、出土物の保存・活用を図る。

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境 今後周辺環境（予測）

Ⅱ「交流・観光の未来」

2 国内外に発信できる、自慢の地域資源があるまち

11.4

活動指標② 試掘調査件数

単位コスト（所要一般財源から算出） 調査件数（①＋②）１件あたりのコスト

事業費

人件費

成果指標② 保存された埋蔵文化財の面積（要保存範囲）

成果指標③ Ｒ４～ウェブサイト（全国遺跡報告総覧）に掲載した報告書数

単位コスト（総コストから算出）調査件数（①＋②）１件あたりのコスト

活動指標③

成果指標① 重要遺跡発掘調査面積

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

一般財源等

歳出計（総事業費）

国・県支出金

市債

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有）

ニーズ（小）

代替事業（無）

活動指標分析結果 成果指標分析結果 総事業費（事業費・人件費）分析結果

歳入計

①法令に基づく開発行為に伴う重要遺跡の発掘調査のほか、確認調査地区内の開発に関しても、地権者及
び開発者の同意を得て調査することができた。
②試掘調査件数については、近年増加しており、従来の前年度とほぼ同じ件数で推移している。この傾向
はしばらく続くものとみられ、調査体制の確保が課題となっている。

①重要遺跡発掘調査の面積は、４件（鳴神・柿内戸遺跡（富久山町福原）、稲荷館跡（駅前一丁目）、
大槻城跡（大槻町）、大槻前畑地区（大槻町））の発掘調査及び遺跡確認調査の発生により増加した。
②試掘調査は、件数にほぼ変化がないものの、調査面積が狭小の件数が増加していることから、要保存
範囲の面積としては昨年度と比較して減少している。
③過去に発行した発掘調査報告書をＰＤＦデータ化し、全国遺跡報告総覧ウェブサイトに掲載し、閲覧
環境の向上を図った。

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有）
　近年、埋蔵文化財包蔵地内の大規模・小規模な開発行為が増加傾向にあり、そ
れに伴い試掘・立会・本調査が多発している。本調査は、文化財保護法により定
められたものであり、継続して事業実施する必要がある。
　また、発掘された遺構や遺物については、通常の現物活用に合わせ、報告書の
デジタルデータの公開等の活用を引き続き進めていく。

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

【事業費】
調査件数には大きく変化はないものの、重要遺跡発掘調査
に係る調査面積が増加したことから、事業費は前年度比で
増加となった。

一次評価コメント

ニーズ（小）

５　成果指標
（目的達成度）

２　公平性

３　効率性

ニーズ（大）

○
ニーズ（大）

経常事業 二次評価コメント

４　活動指標
（活動達成度） ○５　成果指標
（目的達成度）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、埋蔵文化財の保存を図るため、発掘調査、試掘調査を行い、出土
遺物の保存・活用を行う事業である。
　令和４年度は、４件の重要遺跡確認調査、185件の試掘調査を実施し、いずれ
もほぼ前年度と同様の活動実績となった。成果指標にある試掘調査の面積につい
ては、件数は同程度だったものの、調査面積は案件ごとに異なるものであり、狭
小の件数が増加していることも要因としてある。また、当該事業において、発掘
調査報告書を全国遺跡報告総覧ウェブサイトにも公表する等、データの公開によ
り、郡山の歴史や文化の情報発信につなげたところである。
　発掘調査については、文化財保護法に基づき実施するものであり、文化財の保
護や保存を推進するため、今後においては、マネジメントサイクルによらず、事
業を実施する。

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6384

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 330,787 326,402 324,586

件 10 5 10 4 10 8 10 10 10 10

件 210 70 210 111 210 140 210 210 210 210

人 8,000 4,469 8,000 2,208 8,000 11,414 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000

％ 60 57 60 60 60 60 60

千円 4.70 8.20 3.15 3.81 3.81 3.81 3.81

千円 1.57 8.20 1.02 2.03 2.03 2.03 2.03

千円 16,841 12,688 28,941 25,065 25,065 25,065 25,065

千円 6,800 5,427 6,968 5,427 5,427 5,427 5,427

千円 23,641 18,115 35,909 30,492 30,492 30,492 30,492

千円

千円

千円

千円 15,738 15 24,242 14,249 14,249 14,249 14,249

千円 7,903 18,100 11,667 16,243 16,243 16,243 16,243

千円 23,641 18,115 35,909 30,492 30,492 30,492 30,492

　 実計区分 評価結果 拡充 継続 継続 継続 継続 継続

 

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3 ○ ○ ○

4

3 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

4

3

4

政策体系

Ⅱ「交流・観光の未来」

2 国内外に発信できる、自慢の地域資源があるまち

4.7

国・県支出金

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

人件費

まちづくり基本指針

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、市民が音楽に親しむ機会の充実や音楽活動の支援を通して、音楽
文化の振興を図る事業である。
　令和４年度は、活動指標については、いずれも計画値の達成には至っていない
が、前年度よりもコンサートの開催回数が増加するとともに、開催にあたって
は、音楽文化アドバイザーの助言も活用し、よりニーズにマッチした事業の開催
に努めた。また、市民音楽祭の件数が増加したことに伴い、入場者数も前年度を
大幅に上回るなど、市民の音楽活動も徐々に再開されていることが見てとれる。
　しかしながら、当該事業に関連のある事業の多くは、指定管理者制度における
事務へと移行が進み、経常化が図られている。また、さらなる文化芸術振興のた
めには、当該事業において担うべき役割及び目指すべき成果を明確にしつつ、文
化芸術活動の推進との連携を見据え、総合的な文化の振興を図っていくため、当
該事業に「文化芸術振興事業」を統合して事業を実施する。

ニーズ（小）

ニーズ（小）

【事業費】
 音楽事業開催件数が新型コロナウイルス感染拡大前に並
んだ（2019年度の音楽事業開催件数：８件）ことや、集客
での事業実施に加えDX化の観点から後日オンライン配信も
行ったこと及び音楽文化アドバイザーに係る費用を音楽活
動推進事業費へ移行したため事業費は増加した。

【人件費】
　 新型コロナウイルス感染拡大前の音楽活動状況を取り
戻すため、感染拡大防止を図るとともに、「新しい生活様
式」に沿った従来とは異なる手法の事業実施となり、関係
者との調整や検討を要したため人件費は増加した。

一次評価コメント

まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画

総事業費（事業費・人件費）分析結果

　音楽事業開催件数の新型コロナウイルス感染拡大前の水準への回復、「ふれあいコンサート」の３年
ぶりの集客しての開催（2020年、2021年はオンラインのみでの開催）及び新型コロナウイルス感染拡大
防止に係る各種ガイドラインの緩和により、コンサートの入場者数（オンライン視聴者数含む）は、増
加した。
　「ハーモニーコンサート」及び「ふれあいコンサート」では、後日オンライン配信を行い、当日会場
に足を運んだ方に限らず、世界中誰もが音楽に親しむことができる機会を創出する事業展開を図った。

まちづくり基本指針三次実施計画

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

代替事業（無）

二次評価コメント

ニーズ（大）

ニーズ（大）

音楽活動推進事業

住民意向分析

　市民意見レーダー調査「まちづくりへの満足度ランキング」では、「音楽のまちづく
り」が2021年第三位、2022年第二位となるなど、市民から一定の評価を得ている。
　2021年度に実施した「郡山市文化施設の躯体・設備等調査及び民間活力(PPP・PFI)導
入可能性調査」では、けんしん郡山文化センターについて、2020年度に実施した施設利
用者アンケートで91.5％が「また利用したい」と回答したことを踏まえ、全体的に利用
者にとって好印象な施設であり、存在意義は高いとの分析がなされた。

文化スポーツ部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

文化振興課

コンサートの入場者数（市主催コンサート、ホールコンサート）

指標名指標名

市民音楽祭

　1954年に国鉄郡山工場大食堂で開催された「ＮＨＫ交響楽団郡山公演」等
市民主導の音楽によるまちづくりに始まり、学校音楽における全国大会等で
の活躍を踏まえ、本市は2008年に「郡山市音楽都市宣言」を行った。
　そのような中、市民からは音楽施設の充実に関する要望があり、既存施設
のあり方等を含む施設整備について検討する必要があった。

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度）

　ポストコロナ時代に沿った「音楽都市こおりやま」を発信する事業を実施する必要が
ある。
　小・中学校などの児童生徒の音楽活動や生涯学習における生きがい活動など市民の文
化芸術活動は活発化していくと予想される。
　1984年に開館したけんしん郡山文化センターは、施設・設備の老朽化に伴い、今後、
大規模・高額な修繕が予想されることから、既存施設のあり方等を含む施設設備につい
て、2021年度に実施した「郡山市文化施設の躯体・設備等調査及び民間活力(PPP・PFI)
導入可能性調査」に基づき検討を進める必要がある。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景）

手段 意図（目的）

　様々な音楽事業を展開するとともに「音楽都市こおりやま」の方向性を専門家とともに検討する。また、未来を
担う青少年と指導者のレベルアップ支援をするとともに、関係団体と情報交換を図る。
　あわせて施設整備等においても、既存施設等について市民の要望や意見等の情報収集を行いながら、市の行財政
の状況を鑑み総合的に検討する。

　市民が音楽に親しむ機会の拡充と、自主的な音楽活動の支援を行うことにより、「音楽都市こおりやま」の更な
る推進を図るとともに、積極的に国内外に発信する。
　また、音楽施設の充実を図ることにより更なる音楽・文化の振興を推進する。

2024年度（令和６年度）

○

継続

統合

代替事業（有）
　音楽事業について、新型コロナウイルス感染拡大前の状況を少しずつ取り戻し
た（2019年度の音楽事業開催件数：８件）。事業手法についても、新型コロナウ
イルス感染拡大前の従来手法であった集客しての開催に加え、後日オンラインで
も配信を行い、DXを活用しながら新しい生活様式に沿った事業を展開した。
　今後も各種事業の実施にあたっては、指定管理者による実施事業への移行によ
る内容の充実や、DXの活用や民間と連携した取組み音楽文化アドバイザーの助言
を活用する等様々な協力を得ながら、音楽活動の推進を図っていく。

　様々な音楽事業を展開してきたことにより、市民音楽祭への参加や学校
音楽における全国大会での活躍など、市民の音楽活動が活発化している。
新型コロナウイルス感染症拡大により一時期自粛されていた活動について
は、回数等増加傾向にある。

音楽事業開催件数（市主催コンサート、ホールコンサート）

市民

市民意見レーダー満足度

ー

コンサートの入場者数　一人あたりのコスト

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）
単位

コンサートの入場者数　一人当たりのコスト

成果指標分析結果

大綱（取組）

代替事業（有）

歳出計（総事業費）

単位コスト（総コストから算出）

単位コスト（所要一般財源から算出）

事業費

○

活動指標分析結果

　新型コロナウイルス感染拡大や福島県沖地震によるけんしん郡山文化センター休館の影響により中止と
なっていた、市主催コンサートである「ハーモニーコンサート」を３年ぶりに、「二分の一成人コンサー
ト」を２年ぶりに開催し、「ホールコンサート」の開催件数も増加したことから、音楽事業開催件数は増
加（新型コロナウイルス感染拡大前の水準へ回復）した。市民音楽祭についても、主催行事、参加行事共
に増加した。
　「ハーモニーコンサート」及び「ふれあいコンサート」では、後日オンライン配信を行い、当日会場に
足を運んだ方に限らず、世界中誰もが音楽に親しむ機会のある事業展開を図ることができた。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

現状周辺環境

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）
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4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6575

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 330,787 326,402 324,586

回 13 9 13 13 14 14 14 14 14 14

回 2 1 2 1 2 1 2 2 2 2

人 1,000 412 630 607 900 505 900 900 900 900 630 900

人 800 55 800 162 800 56 800 800 800 800 800 800

％ 59 59 53 66 70 70 70 70 70

千円 13 8 9 4 4 4 4

千円 12 7 7 3 3 3 3

千円 1,621 1,953 2,094 2,814 2,814 2,814 2,814

千円 4,522 4,209 2,876 4,522 4,522 4,522 4,522

千円 6,143 6,162 4,970 7,336 7,336 7,336 7,336

千円 581 901 950 1,363 1,363 1,363 1,363

千円

千円 53 108 87 87 87 87 87

千円

千円 5,509 5,153 3,933 5,886 5,886 5,886 5,886

千円 6,143 6,162 4,970 7,336 7,336 7,336 7,336

実計区分 評価結果 継続 改善 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3 ○

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

3 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

3

4

2

ニーズ（大）

代替事業（無）

2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度）

○

成果指標分析結果

○

継続

代替事業（有）

【人件費】
前年度と比較して準備における新型コロナウイルス感染症
対策の効率化が図られたころから、人件費が減少した。

一次評価コメント

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

【事業費】
・教室数増加により、講師謝礼や講師旅費、保険料等の事
業費が増加した。

運動・スポーツ実施率

高齢者スポーツ大会等参加者数

継続

まちづくり基本指針五次実施計画

近年、わが国では、利便性の向上や高度・情報化社会の進展などによる運動
不足やストレス、また、平均寿命の伸長による急激な高齢化社会への移行な
どが、将来に向け、心身両面の健康への問題を生み出してきている。

単位コスト（所要一般財源から算出）

市民

事業費

成果指標②

歳入計

市債

人件費

歳出計（総事業費）

健康づくりスポーツ教室等参加者数1人あたりのコスト

国・県支出金

健康づくりスポーツ教室等参加者数1人あたりのコスト単位コスト（総コストから算出）

その他

健康づくりのためのスポーツ・レクリエーション啓発事業

住民意向分析

コロナ禍を経て、更なる体力維持、健康増進のためのスポーツが望まれている。

文化スポーツ部 スポーツ振興課

現状周辺環境

ー

まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画

政策体系

まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

Ⅳ「誰もが地域で輝く未来」

まちづくり基本指針

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

手段 意図（目的）

市民向けに行われる健康づくりのスポーツ教室やスポーツイベントなどを、スポーツ関係団体と連携して広く紹介
するなど、市民が気軽に参加できるよう啓発を行う。

主体的に日常生活の中にスポーツを取り組むことが出来る環境を提供するとともに、日常生活にスポーツを取り入
れるための意識啓発を行い、豊かなスポーツライフの実現を図る。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景）

大綱（取組）

2 好きなこと、得意なことを地域で学び生かせるまち

新型コロナの５類移行により、スポーツの参加者数、スポーツイベント開催がコロナ前
の状態に回復すると考えられる。

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

3.4

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

健康づくりスポーツ教室種目数

健康づくりスポーツ教室参加者数

指標名指標名

スポーツ庁の所掌事務の一つに、「心身の健康の保持増進に資するスポー
ツの機会の確保に関すること」が掲げられ、健康のためのスポーツが重視
されている中、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、スポーツイ
ベントの中止や外出自粛などにより、市民の体力維持・健康増進は重要で
ある。

高齢者スポーツ大会等開催回数

単位
2020年度（令和２年度）

成果指標③

成果指標①

３　効率性

２　公平性

受益者負担金（使用料、負担金等）

一般財源等

健康や体力の保持・増進を図るとともに、生涯スポーツの足がかりとするため、スポーツ関係団体との協
奏により感染症予防対策を徹底して市民スポーツ教室等を開催した。スポーツ教室、高齢者スポーツ大会
とも計画値と同程度実施した。

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、スポーツ教室等を通して高齢者をはじめとした市民が日常生活の中に
スポーツを取り入れる環境づくりに寄与する事業である。
　令和４年度は、健康づくりスポーツ教室については、１種目増加を図り、計画通り
実施した。高齢者健康スポーツ大会は、前年度同様、屋内競技の開催を見送ったた
め、計画通りの活動はできなかったが、利用者の意見や感染症対策を踏まえ、定員を
減らして実施したところである。参加人数は、計画値の達成には至らなかったもの
の、定員の減少に伴い教室を複数回実施する等、参加機会の減少を補完する取組みも
なされている。
　今後においても、心身の健康の保持増進に資するものであることから、身近にス
ポーツができる環境を提供するため、継続して事業を実施する。
　なお、運動・スポーツ実施率の計画値達成やライフスタイルの変化を見据え、参加
者へのニーズ調査を実施する等、実施手法については、引き続き、見直しを進める必
要がある。

・スポーツ教室については新型コロナ感染症対策のため定員の半分の募集としたので、計画値を下回った。高齢者スポーツ大
会については、新型コロナウイルス感染症防止のため体育館内の大会を中止としたため、計画値より下回った。開催したゲー
トボール大会では、人数制限はしなかったが、令和３年度は、個人参加としたために162名の参加人数に増えたが、令和４年
度に本来のチーム参加に戻し、12チームの56名参加となり、令和２年度と同程度の参加人数となった。
・健康づくりスポーツ教室参加者数については、コロナ感染症予防として、中高齢者のスポーツ教室について定員を大幅に減
らしたことにより減少した。
・市民の健康や体力の保持・増進を図るため、日常生活の中でスポーツに取り組むことができる機会の創出は重要であること
から、新型コロナウイルス感染症対策を徹底し、withコロナの時代に対応した事業の展開を図った。

総事業費（事業費・人件費）分析結果活動指標分析結果

ニーズ（大）

二次評価コメント

ニーズ（小）

ニーズ（小）

代替事業（有）

　スポーツ教室については、コロナ禍の中、令和３年度に中高齢者スポーツ教室
の参加人数に対する意見を踏まえ、令和４年度に定員を大幅に減らし（150名か
ら90名）さらに密にならないように、45名ずつの２回に分けて実施した他、硬式
テニス、スケート教室も２回に分けて実施し、密にならないように工夫した。教
室種目も令和３年度より１種類増の13種類から14種類とし、様々なスポーツ教室
を展開できた。教室の最後にはアンケートも実施し、開催回数、参加人数等を調
整しながら実施している。
　どの教室も、概ね定員を超える応募者数であり、市民のニーズは高い。
  市民の健康や体力の保持・増進を図るため、日常生活の中でスポーツに取り組
むことができる機会の創出は重要であることから、継続して事業を実施する。

１　規模・方法の妥当性

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 10051

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 326,402 324,586

回 9 108 50 115 50 50

校 1 5 5 4 5 5

回 29 5 6 10 8 8

％ 58 59 62 53 66 70 62

回 48 36 100 27 100 100 100

人 36,700 20,518 31,000 44,839 32,500 34,100 31,000

千円 1 2 1 1 1

千円 1 1 1 1 1

千円 30,000 34,556 45,716 63,168 63,168

千円 5,000 9,222 11,531 5,000 5,000

千円 0 35,000 43,778 57,247 68,168 0 68,168 0 0 0

千円 19,650 28,270 28,270

千円

千円

千円 34,556 26,057 34,898 34,898

千円 0 35,000 9,222 11,540 5,000 0 5,000 0 0 0

千円 0 35,000 43,778 57,247 68,168 0 68,168 0 0 0

実計区分 評価結果 継続 拡充 継続

 

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3 ○ ○

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

3

4

4

4

市民１人あたりのコスト

受益者負担金（使用料、負担金等）

成果指標③

成果指標②

成果指標①

国・県支出金

市民１人あたりのコスト単位コスト（所要一般財源から算出）

事業費

人件費

単位コスト（総コストから算出）

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

一般財源等

歳入計

市債

二次評価コメント

２　公平性

代替事業（有）

　プロスポーツ等公式戦観戦者数は、広報、イベント等の拡充等により、前年よ
りも大幅に伸ばすことができた。また、ICTを活用した部活動の支援やオンライ
ンを活用した各種スポーツ教室を開催し、市民の運動機会の創出及び競技力の向
上を図ることができた。
　より多くの市民が、スポーツに参画する機会を増やすための環境を整備するた
め、必要な事業であり、今後ともICTを活用しつつプロスポーツチームや大学と
連携し、継続して事業を実施する。

１　規模・方法の妥当性

成果指標分析結果

ニーズ（小）

その他

歳出計（総事業費）

総事業費（事業費・人件費）分析結果

・まちづくりネットモニターの調査によると、ウォーキングや筋力トレーニングなど、コロナ禍でも気軽に
できる運動を実施した人が多かったが、運動・スポーツ実施率は計画値よりも下回った。
・部活動支援実施回数は、小・中学校において新型コロナウイルスの感染が拡大し、部活動に制限がかかっ
たため、計画値よりも下回った。
・プロスポーツ等公式戦観戦者数は、新型コロナウイルス感染症による制限の緩和並びに広報、サポーティ
ングマッチ実施等の活動内容の拡充によるトップスポーツチームへの市民の関心の高まりなどにより、計画
値よりも大幅に増えている。

ニーズ（大）

ニーズ（大）

○
ニーズ（小）

○

継続

代替事業（有）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、プロスポーツチームの活動や大学の資源・知見を活用し、スポーツへの
参画を促すことで、市民の健康増進やスポーツ環境の充実を図っていく事業である。
　令和4年度は、スポーツ推進プログラムを活用した教室等を感染症対策を講じながら実
施したことにより、計画値を上回る開催数となった。ＩＣＴを活用した部活動の実施校
数については、学校の部活動制限による影響もあり、計画値を下回ったが、プロスポー
ツ等魅力発信事業はサポーティングマッチが開催されたことにより、十分な活動がなさ
れた状況にある。また、プロスポーツの公式戦の活動が緩和されてきたことに伴い、公
式戦観戦者数は計画値を大きく上回った。一方で、コロナ禍におけるライフスタイルの
変化により、運動・スポーツの実施率は計画値である約6割及び前年度実績のいずれでも
下回っている等、市民の健康増進の意識については、今後も啓発の余地があるものと思
料される。
　今後も、スポーツによる健康増進、運動機会の創出と併せ、プロスポーツチームや大
学と連携した競技力の向上を図るため、継続して事業を実施する。

代替事業（無）

手段 意図（目的）

本市を拠点とするトップスポーツチームや大学の資源・知見を活用した事業を展開するとともに、スポーツ環境の
充実・整備を図る。

市民の健康増進や多様なスポーツへの参画を促進するとともに、スポーツ環境の充実・整備を図ることにより、地
方創生を推進する。

2024年度（令和６年度）

市民の運動機会の創出と、新たなスポーツ振興と競技力向上の在り方が求
められている。

スポーツ推進プログラムを活用した教室等回数

○

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

政策体系

住民意向分析

2 好きなこと、得意なことを地域で学び生かせるまち

3.4

まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

まちづくり基本指針三次実施計画

大綱（取組）

指標名

対象指標

まちづくり基本指針六次実施計画

【事業費】
新型コロナウイルス感染症の影響で教室開催数は減少した
が、魅力発信事業は増加したため、計画値より増額となっ
た。

スポーツ振興課

運動・スポーツ実施率

プロスポーツ等魅力発信事業実施回数

指標名

令和４年度実施事業に係る事務事業評価 こおりやまスポーツイノベーション事業

【人件費】
事業開始２年度ではあるが、新型コロナウイルス感染症の
影響に加え関係者との連絡・調整に係る業務量が多かった
ため、昨年よりも上回った。

一次評価コメント継続

運動機会の創出とスポーツによる健康増進、子どもの運動能力向上とスポーツを通した
キャリア教育、プロスポーツ等による非日常体験が求められている。

文化スポーツ部

Ⅳ「誰もが地域で輝く未来」

活動指標分析結果

・新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を徹底し、スポーツ教室（健康運動教室、バスケクリニック、
指導者育成プログラム）及びプロスポーツ等魅力発信事業（サポーティングマッチ）を実施した。
　市SNS、web等広報の拡充、サポーティングマッチの回数（バスケ4→6回、バレー2回、野球2回）増加及
びイベントの充実（観客招待、郡山交響楽団コンサート、鯉関係グッズ等配布）により計画値を上回っ
た。
・ICTを活用した部活動の実施学校数は、新型コロナウイルス感染症予防対策として部活動の制限があり
計画値を下回った。

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画

市民の運動機会の創出と、ポストコロナ社会における新たなスポーツ振興と
競技力向上の在り方が求められている。

2020年度（令和２年度）

トップスポーツチームに触れ合える機会の創出と、スポーツ推進プログラムやＩＣＴを
活用した新たなスポーツ振興事業はますます重要となってくる。

プロスポーツ等公式戦観戦者数

ICTを活用した部活動支援の実施回数

市民

2023年度（令和５年度）
単位

ICTを活用した部活動の実施学校数

活動指標③

活動指標②

活動指標①

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 10075

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 324,586

回 1 3 3 3 3 3

回 6 5 6 6 6 6

校 15 15 15 8 8 8

人 40 59 60 60 60 60 60

人 200 135 200 200 200 200 200 200

人 2,000 1,235 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

千円 7 14 14 14 14

千円 6 11 11 11 11

千円 2,018 22,894 2,878 2,878 2,878

千円 7,314 5,000 5,000 5,000 5,000

千円 0 0 0 9,332 27,894 0 7,878 0 7,878 7,878

千円 422 94 94

千円

千円

千円

千円 0 0 8,910 27,800 0 7,784 0 7,878 7,878

千円 0 0 0 9,332 27,894 0 7,878 0 7,878 7,878

実計区分 評価結果 継続 継続

 

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3 ○

R4新規

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

R4新規

4

4

2 好きなこと、得意なことを地域で学び生かせるまち

3.4

国・県支出金

一般財源等

歳入計

市債

大綱（取組）

単位コスト（総コストから算出）

単位コスト（所要一般財源から算出）

事業費

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

障がい者スポーツ体験教室参加人数

スポーツ教育実施校数

指標名指標名

トップアスリート養成教室実施回数

スポーツ教育授業参加者１人あたりのコスト

受益者負担金（使用料、負担金等）

成果指標③

成果指標②

【人件費】
新型コロナウイルス感染症の影響により、講師との連絡・
調整に係る業務量等である。

一次評価コメント

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

１　規模・方法の妥当性

二次評価コメント

【事業費】
新型コロナウイルス感染症により、計画値より減少した。
障がい者スポーツ体験教室、トップアスリート養成教室と
も講師謝礼が主な事業費となっている。

○

継続

継続

成果指標①

代替事業（有）

代替事業（有）

　著名なアスリートによる講習会の実施やパラスポーツの普及、啓発などによ
り、子どもの競技力の向上やスポーツへの多様な関わり方を支援するとともに、
共生社会への実現に向けた理解を深めることにもつながることから、継続して事
業を実施する。
　なお、成果指標の②、③の計画値については、より効果的な事業の実施に向け
実技指導等をする上で適切な参加者数を考慮した見直しを検討する。

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会におけるレガシ―を継承すること
で、スポーツの機運上昇及びスポーツを通じた共生社会への理解を深めるための取組みを推進する事
業である。
　令和４年度からの新規事業であるが、障がい者スポーツ教室として「ボッチャ」の体験教室を実施
するとともに、パラスポーツへの理解を深めるためのスポーツ教育の実施校も計画値通りとなり、十
分な活動がなされた。一方で、参加人数等については、効果的な事業実施を目的に人数制限を設けた
ため、計画値までは届かなかった。
　今後においても、オリパラレガシー継承により、子どもの競技力向上及びスポーツを通じた共生社
会の実現を図るため、継続して事業を実施する。
　なお、レガシーは、大会を通じて整備・構築されたインフラや技術、サービスを大会の後も社会の
資産として活用することを狙いとしたものである。当該事業の目的を踏まえると、現在設定されてい
る成果指標は活動に関する内容であり、多角的視点に基づき、事業の進捗を検証するためには、適正
なものとは言い難い。以上の視点を踏まえ、パラスポーツへの理解度やパラスポーツの観戦者数等、
中間アウトカム（マイルストーン）となるような適正な成果指標を設定する必要がある。

ニーズ（小）

その他

人件費

歳出計（総事業費）

ニーズ（小）

代替事業（無）

総事業費（事業費・人件費）分析結果

・障がい者スポーツ体験教室参加人数は、計画値を上回った。
・トップアスリート養成教室参加人数は新型コロナウイルス感染症防止及び実技指導をするための適切
な参加人数とし、効果的な事業実施のため競技団体と調整をして参加者数を制限したため計画値を下
回った。
・スポーツ教育授業参加人数は新型コロナウイルス感染症防止及び実技指導をするための適切な参加人
数とし、効果的な事業実施のため、参加者を制限したことにより計画値を下回った。

ニーズ（大）

ニーズ（大）

○

１　規模・方法の妥当性

５　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

２　公平性

障がい者スポーツ体験教室回数

○

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

政策体系

東京2020オリンピック・パラリンピックレガシー継承事業費

住民意向分析

まちづくり基本指針四次実施計画

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

まちづくり基本指針三次実施計画

Ⅳ「誰もが地域で輝く未来」

まちづくり基本指針五次実施計画

東京2020大会の開催を契機に、スポーツへの関心が高まりを見せている。

文化スポーツ部 スポーツ振興課

手段 意図（目的）

・トップアスリートを招いての講習会を実施する。
・「する・みる・支える・知る」スポーツ教育を実施する。
・パラリンピック競技の普及啓発を図る。

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会のレガシーを継承し、スポーツに対する機運醸成を図り、スポー
ツの振興を図るとともに、パラスポーツの普及と理解を深め、共生社会の実現を図る。

2024年度（令和６年度）

東京2020大会のレガシーとして、パラスポーツへの理解を深め、普及を進
めるなど、共生社会の実現に向けた取り組みが求められている。

活動指標分析結果

・新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を徹底し、障がい者スポーツ体験教室は、計画値を上回った。
トップアスリート養成教室、スポーツ教育実施校数とも計画値と同程度実施した。

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会が終了した。

2020年度（令和２年度）

東京2020大会のレガシーとして、将来を期待される子どもの競技力の向上やスポーツと
の多様な関わり方を支援するとともに、年齢・性別・障がいの有無に関わらずスポーツ
に参画することができるパラスポーツの普及を推進することは、SDGsの理念である「誰
一人取り残されない社会」の実現のため、ますます重要となってくる。

スポーツ教育授業参加人数

トップアスリート養成教室参加人数

市民

2023年度（令和５年度）
単位

スポーツ教育授業参加者１人あたりのコスト

成果指標分析結果

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5975

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 330,787 326,402 324,586

回 80 17 80 17 80 34 80 80 80 80

回 300 356 300 162 300 71 300 300 300 300

回 100 128 100 95 100 102 100 100 100 100

人 4,900,000 2,184,607 5,000,000 2,069,244 5,000,000 3,027,523 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000

％ 55 63 55 57 55 57 55 55 55 55 55 55

人 3,500 5,900 5,200 6,900 5,300 7,500 7,500 8,000 8,500 9,000 5,200 5,500

千円 0.017 0.025 0.016 0.009 0.009 0.009 0.009

千円 0.015 0.020 0.012 0.007 0.009 0.009 0.009

千円 12,718 31,845 23,412 25,227 25,227 25,227 25,227

千円 23,771 20,047 26,120 20,047 20,047 20,047 20,047

千円 36,489 51,892 49,532 45,274 45,274 45,274 45,274

千円 3,679 1,865 1,866 1,866 1,866

千円

千円

千円 85 9,707 9,835 9,815 315 315 315

千円 32,725 42,185 37,832 33,593 43,093 43,093 44,959

千円 36,489 51,892 49,532 45,274 45,274 45,274 45,274

実計区分 評価結果 継続 継続 拡充 継続 拡充 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○ ○ ○

4

3 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

4

3

4

代替事業（有）

二次評価コメント

【事業費】

　令和３年度は、前年度分事業の一部がコロナの影響によ
り事故繰越しとなり費用が増加したことと比較し、令和４
年度は行動制限緩和により事業量は増えたものの、事業費
は減少した。

【人件費】
　行動規制緩和に伴うイベント等の増や、係員１名が７月
末まで保健所兼務となり、各係員の業務負担量が増えたこ
とに伴い、人件費は増加した。

一次評価コメント

総事業費（事業費・人件費）分析結果

・新型コロナの行動規制緩和により、令和３年度と比較して観光入込客数は増加している。
・市内のシビックプライドの醸成を重視したプロモーションにシフトしていることから、市民意見レー
ダーによる「ずっと住み続けたい」という市民の割合は同程度で推移している。
・SNSを用いた市民参加型のフォトコンテスト等の開催により、市公式インスタグラムのフォロワー数
が増加しており、市内外に向けた魅力発信につながっている。

○
ニーズ（小）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、様々なプロモーションを実施することで、市民がまちづくりに関
わる機会を創出するとともに、認知度・知名度の向上や関係人口の創出、シビッ
クプライドの醸成を推進するための事業である。
　令和４年度は、新型コロナの影響による行動制限が緩和されてきたことによ
り、イベントが開催される等、市内外でのプロモーション活動が増加した。ま
た、インスタグラムの更新回数も計画値を上回っており、積極的な情報発信によ
りフォロワー数が増加するとともに、観光入込客数も前年度の1.5倍となる等、
着実なプロモーション活動が成果へとつながっていることが見てとれる。
　今後においても、地域に関心を持つ人材の育成や、様々なツールを活用し魅力
を発信するとともに、まちづくりに関わる機会を創出するため、継続して事業を
実施する。

代替事業（無）

〇

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度）

大綱（取組）

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景）

手段 意図（目的）

・国籍を問わず住民等がまちづくりに関わる機会を創出し、住民等が参画するプロモーション事業を展開する。
・ウェブメディア等を通して、本市の認知度・知名度の向上を図るプロモーション事業を推進する。
・がくとくんバンドをはじめとしたキャラクタープロモーション活動を展開する。
・フロンティア大使等の助言・支援をいただきながら、プロモーション事業展開を図る。

　市民、民間団体・企業、教育機関、行政がそれぞれの役割に応じた連携を図りながら郡山の魅力を「オール郡山」の体制で
発信することで、外部の様々な価値を呼び込み、都市の新たな活力の創出を図り、さらに市民が郡山の魅力を再発見する機会
を得ることで、郷土愛の醸成を推進し、将来予想される人口減少や経済縮小などの課題克服を目指す。

2024年度（令和６年度）

　感染症対策としての制限が緩和され、観光客やインバウンドをはじめ、
国内だけでなく国外からの往来が従来の状況を取り戻してきている。コロ
ナ禍によりSNSやオンライン会議等のコミュニケーションスキルが一般化
したものの、現実世界での生の体験がより求められるようになったことか
ら、従来からの観光施策やプロモーション施策に加え、積極的なDXの導入
が求められる。

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画

2022年度（令和４年度）

現状周辺環境

政策体系

まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

2021年度（令和３年度）

　地方都市では、人口減少傾向や中心市街地の衰退などから、これまで以上
に都市の活力が求められ、様々な分野において都市の競争力が問われている
中で、東日本大震災により都市イメージが大きく低下した。

単位

人件費

Ⅱ「交流・観光の未来」

3 たくさんの人が「また来たい」、「住んでみたい」と思えるまち

12.b
17.17

シティプロモーション推進事業

住民意向分析

　まちの魅力やアイデンティティー等を再認識し、郷土愛や誇りを持つことにつながる
風潮がある。住民の中には、まちに関心を持ち、SNS等を通じて情報を共有したり、まち
の課題解決を図りながら持続可能な地域づくりを目指したり、プロモーションにつなげ
たりするなど、自分のまちに何らかの関与をしたいという意欲のある住民が増えてい
る。

文化スポーツ部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

国際政策課

観光入込客数

インスタグラム更新回数

指標名指標名

パブリシティによるメディア掲載回数

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

一般財源等

歳出計（総事業費）

歳入計

国・県支出金

単位コスト（総コストから算出）観光客1人あたりのコスト

　新型コロナウイルスの行動制限が解除され、国内・国外からの往来がコロナ禍以前よ
りも増加することが予想されるため、積極的な情報発信の拡充に加え、国内旅行客やイ
ンバウンドの受入体制の強化が求められる。こうした状況は、シティプロモーションの
目的を達成するため、在住者だけでなく来訪者とのより良い関係を構築し、シビックプ
ライドの深化と関係人口創出の契機になることから、DXを積極的に活用し、効果的かつ
効率的に情報を発信し、インバウンドを含めた誘客に繋げていく必要がある。

まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画

まちの住み心地（ずっと住み続けたい　市民意見レーダー）

単位コスト（所要一般財源から算出）

2023年度（令和５年度）

プロモーション活動回数（市内外）

市民

インスタグラムフォロワー数

観光客1人あたりのコスト

事業費

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果

ニーズ（大）

ニーズ（大）

５　成果指標
（目的達成度）

・新型コロナの行動規制緩和により、イベントや学校・団体等でのキャラクタープロモーションやがくと
くんバンド出演等が増加したため、令和３年度と比較しプロモーション活動回数は増加した。
・前年度に引き続き、コロナ禍による市内向けのインナープロモーションにシフトしており、事業におけ
る有償リリース配信費用を抑えたことに伴い、メディア掲載回数は減少した。
・インスタグラムは「#mykoriyama」の投稿をリポストする方法で、市民参加型の仕組みによる魅力発信
を図り、更新回数は前年度とほぼ同様で推移した。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度） ○

継続

継続

代替事業（有）
　新型コロナの行動規制緩和により、市外を対象とする事業が回復傾向となり、昨年度オンラ
インとした海外自治体幹部を招聘するセミナーをリアルで開催したほか、首都圏等でのフロン
ティア大使懇談会やキャラクタープロモーション等についても、感染対策を施しながら実施し
た。また、市内対象事業については、オンラインによる事業打合せ等を取り入れながら「こお
りやま街の学校」や「サスティナブルステイ発信事業」等対面でのワークショップやセミナー
等を開催し、住民がまちに興味を抱き、関与する機会を設け、課題解決を図りながら持続可能
な地域づくりを目指す事業に取り組み、市民の郷土愛の醸成を図った。こうした取組の成果と
して、地域ブランド調査の全国市区町村魅力度ランキングにおいて、前年326位から過去最高
位となる267位に上昇したことから、本市の魅力が市内外に伝わっていることが分かる。
　今後は、コロナの行動制限が解除されたことから、SNS等を駆使しながら、若年層や外国人
及び首都圏等をターゲットとした事業による集客を強化するとともに、こおりやま広域圏内外
を含めた関係人口の創出に向けたプロモーションを継続して実施する。

３　効率性

２　公平性

ニーズ（小）0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6404

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

都市 5 6 7

回 2 1 7 27 8 40 15 13 14 12

回 48 44 10 35 10 15 10 10 10 10

人 300 301 1,520 28,412 500 22,302 50,762 49,962 50,012 49,912 300 650

％ 1,500 1,099 70 92 71 94 72 73 74 75 70 75

千円 13 1 1.18 1 1 1 1

千円 13 1 1.08 1 1 1 1

千円 5,230 4,715 9,875 10,021 8,068 9,708 7,708

千円 12,948 19,755 16,424 16,500 16,500 16,500 16,500

千円 18,178 24,470 26,299 26,521 24,568 26,208 24,208

千円 370 276

千円

千円

千円 97 1,900 0 0

千円 18,081 24,100 24,123 26,521 24,568 26,208 24,208

千円 18,178 24,470 26,299 26,521 24,568 26,208 24,208

実計区分 評価結果 継続 統合 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3 ○

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

3

4

4

4

政策体系

まちづくり基本指針六次実施計画

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

まちづくり基本指針七次実施計画

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

国・県支出金

ホストタウン・都市間等交流推進事業

住民意向分析

令和4年度市民意見レーダによると、まちづくりへの満足度結果は21位から27位に順位が下がった
が、重要度が32位から25位に上がり、住民の関心が高い。
奈良市姉妹都市締結50周年事業のアンケートでは、オンラインより直接交流を希望する子どもが
多かった。久留米市については住民レベルの交流が続いている。鳥取市の交流事業参加小学校へ
の意向調査では、両市の伝統工芸品である和紙交流の継続を引き続き希望している。オンライン
によるホストタウン交流事業の参加者アンケートでは、次回以降の事業参加に意欲的な意見が多
く、本市住民の交流事業への関心の高さが推測される。

文化スポーツ部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

R3～実施事業における参加者の満足度（良かった　以上）／～R2市国際交流協会事業への参加者数

活動指標②

活動指標①

対象指標

国際政策課

指標名

手段 意図（目的）

・ホストタウン相手国、姉妹都市、友好都市等繋がりのある都市や人々との各種交流事業を実施する。
・国内外へ郡山市の正確な情報を発信する。

・ホストタウン相手国、姉妹都市、友好都市等繋がりがある都市との絆を深め、次世代に継承する。
・本市の魅力を広くPRすることで、交流人口と関係人口の増加を図り、都市の活力の増幅を目指す。

2024年度（令和６年度）

継続

代替事業（有）

まちづくり基本指針

【人件費】
令和3年度に開催された東京2020競技大会のハンガリー水泳選手
団の事前キャンプの対応などの人件費がかかる事業が減少した。
また、オンラインでのホストタウン交流など全9回の交流事業を
一括で民間企業へ業務委託するなど、民間企業の活用を図り、人
件費の減少（3,331千円）が減少した。

単位

 姉妹都市等をはじめとする都市間交流と国際交流を推進するため、国内は
もとより、国際社会へ向けた正確な情報発信と国際交流のための情報提供や
仕組みづくりなどの環境整備が求められている。

二次評価コメント

一次評価コメント

一般財源等

2022年度（令和４年度）

まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

2023年度（令和５年度）

交流事業の実施に当たっては、オンラインでの交流事業（15回）を増やすことにより、計画的に実施する
ことができ、活動指標①、②ともに計画を上回ることができた。
また、東京2020競技大会を通じてホストタウン相手国オランダとハンガリーの大使館との交流（3件）加
わるなど連携が深まった。
活動指標②については、特別賞を受賞したうねめ踊り流しでのPRや郡山市公式YouTubeなど活用など、リ
アル会場とオンラインとを組み合わせた効果的なPRにより回数を増やすことができた。

成果指標分析結果

単位コスト（総コストから算出）

活動指標分析結果
【事業費】
オンライン交流の委託業務により事業費が大幅に増額（+5,160千
円）したが、一般社団法人自治体国際化協会の助成金を活用する
など、財源の確保に努め、歳入は増加（+1,806千円）した。ま
た、業務委託により、民間事業の強みである創造性やアイディア
を活用した事業展開により、効果的な交流を実施することができ
た。

事業費

Ⅱ「交流・観光の未来」

1 人が交流し、明るい声が聞こえるまち

17.17
大綱（取組）

歳入計

２　公平性

新型コロナウイルス感染症の影響による渡航制限が緩和され、国外からの
人の往来が回復している。
令和5年7月には、福岡での世界水泳が開催され、東京2020競技大会時に郡
山市で事前合宿を行ったハンガリーの水泳選手団の出場が予定されてる。
また、市内在住外国人が最も多いベトナムとは今年、日越外交関係樹立50
周年を迎えた。各地で日本とベトナムの交流事業が行われ、交流が活発化
してきている。

ホストタウン相手国・関係各都市との交流事業（人的交流）

観光庁は2030年訪日外国人旅行者数6,000万人を目指しており、国外・国内を問わず人の
往来が活発になることが予測される。また留学生や新制度への移行が予定されている技
能実習生などの在住外国人が増加が見込まれている。
今後においても異文化交流を通した国際人材の育成、さらには都市間交流を通して、交
流・関係人口の増加に繋がる取り組みが重要である。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景）

単位コスト（所要一般財源から算出） 交流人口１人あたりのコスト

市債

R3～ホストタウン相手国・関係各都市との交流人口／～R2市国際交流事業への参加者数

指標名

現状周辺環境

交流人口１人あたりのコスト

R3～ホストタウン相手国・関係各都市とのPR回数／～R2市国際交流協会事業の実施回数

交流都市数

2021年度（令和３年度）

ニーズ（小）

ニーズ（小）

2020年度（令和２年度）

総事業費（事業費・人件費）分析結果

ニーズ（大）

代替事業（有）

○５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

２　公平性

　当該事業は、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に
伴うホストタウン相手国や、姉妹都市・友好都市との交流を通じ、本市の
魅力を発信するとともに、市民のシビックプライド醸成や交流人口、関係
人口の増加を図っていく事業である。
　令和４年度は、ホストタウン相手国であるオランダやハンガリーとの交
流や、オンラインでの交流事業の実施回数を増やしたほか、新潟市との交
流もスタートする等、積極的な交流活動が行われた。交流事業の参加者数
は昨年度よりも減少したものの、事業の参加者満足度は高い状況にある。
　今後においても、ホストタウン相手国との交流をはじめ、姉妹都市・友
好都市との交流を推進するため、継続して事業を実施する。

代替事業（無）

歳出計（総事業費）

国内では、奈良市・つくば市の紹介動画（再生回数合計910回）、国外ではJICA受入れ研修員などの表
敬訪問（61人）やオンライン交流（106人）など、国内外からの交流関係人口の増加が図れ、成果指標
①の交流人口の実績を大きく伸ばすことができた。
また、交流事業の企画段階から参加団体との連絡調整を行うことにより、成果指標②「参加者の満足
度」が高い結果となった。

人件費

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

１　規模・方法の妥当性

ニーズ（大）

○

継続

　当該事業は国内外への都市交流を通じて、市民のシビックプライドを醸成するとともに、国内外へ
の情報発信により、交流人口、関係人口の増加を図るものである。
　東京2020競技大会のレガシーの継承のため、大半の事業の参加対象を未来を担う子ども達とし、オ
ンラインによる交流を全9回行った。日本文化を伝える書道や料理教室、オリンピアン、パラリンピ
アンとの継続した交流など、食や文化、スポーツ、さらには経済交流に発展するよう相手国で購入で
きるものを利用するなど、工夫を凝らした交流を園芸畜産振興課やスポーツ振興課と部局間連携して
実施することができた。また、日本酒での交流では、郡山のお酒が現地オランダで購入できるなど輸
出が順調であることが確認でき、今後の事業展開が期待できる。
　国内においては、互いの伝統工芸品である和紙や、給食交流を通して、交流人口の増加が図れた。
　今後、国内外の人の往来が活発化することが想定されることから、世界で活躍する子ども達を育成
するためにも直接交流とオンラインを併用し、効果的な交流事業を継続して実施する。
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３ 効率性
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令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6497

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 330,787 326,402 324,586

回 25 11 26 16 27 15 28 29 29 29

回 26 34 26 14 26 34 26 26 26 26

回 13 10 15 14 17 38 20 22 22 22

％ 60 69 62 66 64 67 66 68 70 70 62 70

件 13,200 6,342 13,800 7,823 14,400 22,788 15,000 15,600 16,200 16,200 13,800 16,200

人 14,420 1,540 14,830 2,650 2,700 2,742 2,800 2,900 3,000 3,100 14,830 3,000

千円 6.4 3.9 5.8 4.1 3.9 3.8 3.7

千円 6.4 3.4 5.0 3.8 3.9 3.8 3.6

千円 2,227 3,457 4,248 4,446 4,425 4,425 4,425

千円 7,595 6,898 11,584 6,898 6,898 6,898 6,898

千円 9,822 10,355 15,832 11,344 11,323 11,323 11,323

千円 1,421 2,059 540

千円

千円

千円 16 27 19 36 36 36 36

千円 9,806 8,907 13,754 10,768 11,287 11,287 11,287

千円 9,822 10,355 15,832 11,344 11,323 11,323 11,323

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3 ○

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

3

3

4

4

活動指標分析結果 成果指標分析結果

一般財源等

歳入計

総事業費（事業費・人件費）分析結果

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

人件費

国・県支出金

日本遺産関連施設訪問者数1人あたりのコスト

単位コスト（総コストから算出）日本遺産関連施設訪問者数1人あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出）

成果指標③

成果指標②

　東日本大震災以降、本市の観光入込客数は激減したため、自然や歴史など
様々な魅力を持つ猪苗代湖を国内外に情報発信し、本市の現状を見せること
で認知度を向上させ、風評被害の払しょくにつなげることが求められてい
る。
　2016年、「未来を拓いた一本の水路」ストーリーが日本遺産に認定され
た。

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

日本遺産関心度

ウェブページアクセス数

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度）

政策体系

まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

　新型コロナウイルスの行動制限が解除され、国内・国外からの往来がコロナ禍以前よ
りも増加することが予想されるため、積極的な情報発信の拡充に加え、国内旅行客やイ
ンバウンドの受入体制の強化が求められる。こうした状況は、日本遺産魅力発信推進に
向けて、在住者だけでなく来訪者とのより良い関係を構築し、シビックプライドの深化
と関係人口創出の契機になることから、DXを積極的に活用し、効果的かつ効率的に情報
を発信し、インバウンドを含めた誘客に繋げていく必要がある。

まちづくり基本指針六次実施計画

Ⅱ「交流・観光の未来」

1 人が交流し、明るい声が聞こえるまち

11.4
12.b
17.17

2023年度（令和５年度）
単位

大綱（取組）

まちづくり基本指針五次実施計画

〇

日本遺産魅力発信推進事業（猪苗代湖プロモーション事業）

住民意向分析

　日本遺産の認定を機に改めて自らの地域の歴史・文化に関心を持ち、理解しようとい
う意欲の高まりが見られ、郷土愛の醸成につながっている。
　また、住民の中には、SNSを通じて情報を共有したり、事業実施を通して日本遺産をPR
したいという意欲のある方が増えている。

文化スポーツ部

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

【人件費】
　係員１名が７月末まで保健所兼務となり、各係員の業務
負担が増えた上、文化庁による日本遺産総括評価・継続審
査の各種資料作成・現地調査対応に追われたほか、行動規
制緩和に伴うイベント等の増に伴い、人件費は増加した。

一次評価コメント

ニーズ（大）

国際政策課

まちづくり基本指針

2022年度（令和４年度）

まちづくり基本指針七次実施計画

手段 意図（目的）

  日本遺産「未来を拓いた一本の水路」のストーリーと国際観光資源、歴史的資源として高いポテン
シャルを有する猪苗代湖、構成文化財などの魅力を多様なツールを利用して国内外へプロモーションす
る。

・インバウンドを含む観光誘客や交流人口の増加につなげるとともに地域の活性化を図る。
・シビックプライドを醸成する。
・近代産業の発展にも寄与した「安積開拓」の歴史的価値を高め、日本遺産ストーリーと共に次世代へ継承する。

2024年度（令和６年度）

○

継続

継続

代替事業（有）
　日本遺産構成文化財を巡るバスツアーやSNSを使った周遊事業等のインナープ
ロモーションにより、幅広い世代に本市日本遺産の魅力をPRした。
　また、アフターコロナによる客足の回復を見込み、一本の水路プロモーション
協議会と連携し、日本遺産と地域資源を組み合わせたコンテンツによる旅行商品
を造成・販売したほか、視察見学におけるJICA等へのセールスを実施し、今後の
観光誘客に向けた足掛かりとした。
　令和４年度に実施された文化庁による総括評価・継続審査においても、これま
での取り組みと今後の計画が評価され、日本遺産の認定継続を果たしたことか
ら、今後も事業財源を確保しつつ、日本遺産の関心度を向上できるよう、積極的
なプロモーションを展開する。

　日本遺産認定を契機として、シビックプライドの醸成が促進され、安積
開拓や安積疏水により育まれた歴史や文化のPRに積極的かつ主体的にに取
り組む住民や関係団体が現れてきている。こうした状況において、各団体
等との積極的なコミュニケーションによる現状把握と経済的な側面に関す
る支援により、活動の継続性を担保していく必要がある。

講座・ガイド等回数

市民

日本遺産関連施設訪問者数（計画指標数変更：開成館・安歴博→安積疏水土地改良区所管施設）

・一本の水路プロモーション協議会との連携による「ブランド認証事業」等の積極的展開により、まち
づくりネットモニターによる日本遺産関心度は前年度と同程度で推移している。
・ウェブページアクセス数は、LINEによる周遊謎解き事業等が好評であったほか、「こおりやまレ
ター」の開設等により、前年度を大きく上回った。
・日本遺産関連施設訪問者数については、行動規制の緩和による視察見学旅行等の増加に伴い、前年度
と比べ増加した。

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

日本遺産魅力発信回数

指標名

歳出計（総事業費）

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

指標名

ウェブサイト投稿回数

対象指標

・出前講座等については、コロナの影響により講師派遣要請が減少しているものの、JRと連携したツアー
ガイドの実施や、公民館主催事業における日本遺産関連講義での説明等により、前年度と同程度で推移し
ている。
・ウェブサイト投稿回数については、市特設サイト「こおりやまレター」の開設や主催・共催・後援事業
の増加等に伴い、日本遺産ウェブページの更新回数が大幅に増加した。
・日本遺産魅力発信回数については、行動規制の緩和により、市内外での物産展開催によるPRや民間主体
による事業実施・情報発信が増加したことから、前年度を大きく上回った。

【事業費】
　ファミリー層を対象としたSNS周遊事業や、新規事業と
して疏水通水140周年記念バスツアーを実施したことか
ら、費用は前年度より増加しているものの、県補助金を積
極的に獲得し、一般財源の圧縮を図った。

事業費

○

ニーズ（小）

ニーズ（小）

代替事業（無）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

５　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

ニーズ（大）

２　公平性

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有）

二次評価コメント

　当該事業は、文化庁が創設した日本遺産及び国際観光資源としても高いポテンシャル
を有する猪苗代湖を活用し、国内外へそれらの魅力を発信していく事業である。
　令和４年度は、講座やガイドの実施回数について、新型コロナの影響もあり、計画値
までには至っていないが、公民館主催事業での説明機会の拡充のほか、JRとの連携事業
の実施など、民間との協働による事業展開がなされた。また、成果指標のウェブページ
アクセス数については、部局間協奏により情報発信を行う「こおりやまレター」の開設
と併せ、文化庁が発信するウェブサイトの情報更新も積極的に行った結果、計画値及び
前年度を大きく上回る実績となったところである。
　併せて、文化庁が実施した日本遺産総括評価・継続審査においても、取組み等が評価
されたことにより、認定継続となったことからも、これまでの活動及び成果が十分で
あったことが客観的に確認されたところである。
　今後においても、歴史文化遺産を活用したプロモーションにより、シビックプライド
の醸成及び交流人口の増加を図るため、継続して事業を実施する。
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令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6502

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画
2025年度 2026年度 中間指標 最終指標

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度
人 2,999 326,402 324,586

件 3 4 6 5 6 5 6 6 6 6

回 2 1 15 21 15 12 15 15 15 15

回 48 45 48 48 48 48 48 48

人 4 3 150 713 550 481 550 550 550 550 150 150

人 150 1,600 1,500 2,508 1,500 1,948 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

％ 70 100 72 99 74 75 75 75 70 75

千円 5 6 9.1 15 15 15 15

千円 4 6 9.1 15 15 15 15

千円 672 6,108 5,839 7,652 7,652 7,652 7,652

千円 7,284 9,894 11,916 15,000 15,000 15,000 15,000

千円 7,956 16,002 17,755 22,652 22,652 22,652 22,652

千円

千円

千円

千円 972

千円 6,984 16,002 17,755 22,652 22,652 22,652 22,652

千円 7,956 16,002 17,755 22,652 22,652 22,652 22,652

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○ ○

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3

4

4

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、各種媒体の多言語化を推進することにより、在住外国出身者等の暮ら
しやすい環境を整備するとともに、異なる文化への理解を深めることで地域の国際化
及び外国人住民の増加を図っていくためのまちづくりを推進する事業である。
　令和４年度は、国際交流員の不在等により、研修会や出前講座の実施回数に減少が
見られたものの、国際交流協会の事業実施回数は計画通りとなった。研修会等の実施
回数が減少したため、参加者数は減少したが、参加者満足度が高いことから、市民
ニーズにマッチした事業展開がなされたことが成果として見てとれる。
　今後においても、市内在住の外国人が暮らしやすい環境を整備するとともに、交流
機会の増加を図ることで、多様な文化を理解する機会を提供するため、継続して事業
を実施する。
　なお、単位コストが増加傾向にあるため、効率的な事業運営に努める必要がある。

ニーズ（小）

５　成果指標
（目的達成度）

○

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

ニーズ（大）

二次評価コメント

○

継続

代替事業（有）

代替事業（無）

一般財源等

指標①については、CIR不在期間などによる実施回数の減少に伴い、参加者数も減少した。
指標②の値は、市国際交流協会の事業参加者数及び多言語情報動画の再生回数の合計値となっており、
計画値を大きく上回る結果となった。市国際交流協会の事業参加者数については、学生会員の新設や事
業実施回数の増加により、参加者数が553人（前年度比+158人）となり、多言語動画については、これ
までに作成した動画の令和４年度中の再生回数が合計1,395回となり、継続して多くの外国人に動画を
通して生活情報の発信ができたことがわかる。指標③については、各事業のほとんどの参加者から「よ
かった」以上の回答が得られたことにより、高い満足度を得ることができたことがわかる。

継続

代替事業（有）
　各種セミナー及び事業参加者の受講後アンケートでは、99％の参加者からよ
かった以上の結果が得られ、昨年度から継続して高い満足度が得られている。
　令和４年度の生活情報動画では、国際交流協会及び交通安全の担当課と連携し
て作成したことにより、外国人目線でわかりやすい動画を作成することができ
た。動画公開後には、WEBサイトでの周知や外国人関係団体等に周知カードの配
布を積極的に行ったことにより、公開から約２か月で再生回数が650回に達し、
一定の外国人住民に対し交通安全について啓発することができたと評価できる。
　今後は、国による技能実習制度の見直しに関する動向を注視しながら、多言語
情報発信及びやさしい日本語の普及等の環境整備に加え、交流機会の創出など、
在住外国出身者が生活者として安心・安全に住み続けることができる環境づくり
及び定住人口の増加に寄与する事業を継続して展開する。

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

ニーズ（大）ニーズ（小）

活動指標分析結果 成果指標分析結果

　各種媒体の多言語化をさらに進め、外国人への窓口対応向上のためのセミナーを開催するとともに、
防災意識を高めるために外国人を対象としたセミナーを開催する。多言語による在住外国人のため生活
情報の提供や市国際交流協会との協働による在住外国出身者からの相談対応など多文化共生のまちづく
り整備に効果的な事業を推進する。市国際交流協会への助成及び国際交流に関する情報提供を行う。

R3～多文化共生に係る研修会、出前講座等の実施回数/～R2多文化共生に係る研修会等

Ⅱ「交流・観光の未来」

1 人が交流し、明るい声が聞こえるまち

10.2
11.b
17.17

まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

指標名

各種情報の多言語化及び在住外国出身者に対応した窓口の整備を行うことにより、在住外国出身者の利
便性の向上を図る。国際的な視野を持ち、多様な文化を認め合える地域の多文化共生を推進し、在住外
国出身者が生活者として安心・安全に住み続けることができる環境づくりを推進する。

2024年度（令和６年度）

1993年に創設された在留資格「技能実習」に加え、2019年には新たな在留資
格「特定技能」が創設され、外国人労働者が増加し、多国籍化している。そ
の背景では、低賃金労働の強制や実習先での暴力被害など技能実習生を巡る
人権侵害が問題視されており、政府では2022年12月に有識者会議を設置し、
制度の見直しを進めている。各自治体においては、多言語や「やさしい日本
語」による情報発信に加え、外国人住民のための相談窓口の設置や生活支援
サービス等、外国人が安心して暮らすための取り組みが行われている。

多言語の情報媒体数（「やさしい日本語」含む）

R3～市民/～R2在住外国人数

R3～市国際交流協会事業の実施回数

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）
単位

政府有識者会議では、技能実習制度を廃止し、人材確保・育成を目的とする新制度の創設を
提案する中間報告を示しており、新制度創設により今後さらに在留外国人が増加すると推測
される。文化庁では、2019年に施行された「日本語教育の推進に関する法律」に基づき、日
本語教師を国家資格と位置付ける法整備の検討が行われており、地域においても日本語教育
充実化の重要性が高まると推測される。これらの推測から、2020年に改訂された「地域にお
ける多文化共生推進プラン」（総務省）で強調されている、地域社会への外国人住民の参画
の促進及び生活者として受け入れる環境整備の重要性がより一層高まると考えられる。

今後周辺環境（予測）

多文化共生推進事業

住民意向分析

ロシアのウクライナ侵攻やトルコ・シリア大地震に関する募金や避難民に対する支援の申し
出があり、国際貢献や相互援助の意識の高さが伺える。令和４年度福島県外国人住民アン
ケート調査では、行政文書や申請手続き、日本の習慣・ルールが難しいという回答が得ら
れ、多言語対応と並行してやさしい日本語の普及や外国人住民にとってストレスフリーな窓
口環境の整備、外国人目線に立った日本の習慣・ルールについて学ぶ機会の創出に努めるな
ど、外国人住民・日本人住民双方へのアプローチが不可欠である。

文化スポーツ部 国際政策課

現状周辺環境

〇

指標名

 外国人住民数は震災前の水準を上回り、多文化共生施策の推進が求められてい
る。訪日観光客の増加による、外国旅行者の取り込みも必要である。

大綱（取組）

まちづくり基本指針

政策体系

事業開始時周辺環境（背景）

手段 意図（目的）

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

単位コスト（総コストから算出）事業参加者　1人あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出）

成果指標②

１　規模・方法の妥当性

事業費

事業参加者　1人あたりのコスト

歳入計

市債

その他

国・県支出金

R3～事業参加者の満足度

R3～市国際交流協会事業の参加者数/～R2多文化共生に係る研修会等の参加者数

R3～多文化共生に係る研修会、出前講座等の参加者数/～R2翻訳数

成果指標③

【事業費】
国際交流員の新規招致により、住居に関する需用費や賃借
料、研修参加にかかる旅費が支出増となった。一方で、リ
ビングガイド翻訳にかかる役務費や委託料が前年度に比べ
大きく支出減となったことにより、事業費全体として見る
と前年度より減少となった。

【人件費】
国際交流員の新規招致及び市国際交流協会のプロパー職員
新規採用に伴う業務指導や新型コロナウイルス感染症の行
動規制緩和に伴う事業実施回数の増加により、人件費も増
加した。

一次評価コメント

総事業費（事業費・人件費）分析結果
指標②の各研修及び出前講座については、CIR不在期間があったことにより、回数が前年度比減となって
いるが、多文化共生に係る研修会及び出前講座ともに、オンライン会議システムを積極的に活用し、感染
症対策を講じた上で実施した。
指標③の市国際交流協会事業の実施回数については、感染症拡大による講座の中止等も無く、令和４年度
は計画値通りに事業を実施することができた。

人件費

歳出計（総事業費）

受益者負担金（使用料、負担金等）
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